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 平成30年度国民健康保険会計決算見込について

○ 決算概要

○ 国民健康保険会計決算状況

　

（※繰上充用額 23.9億円を除く）

歳入 806.8億円 - 歳出 807.6億円 ＝ 収支 0.8億円（赤字）

累積赤字：△23.9億円（H29末） ⇒ △24.7億円（H30末）

（単位：億円）

歳入 947.8 961.0 975.0 806.8

保険料 155.8 142.1 145.6 154.1

収納率 87.55% 87.46% 88.84% 89.85%

国庫支出金 238.8 258.8 257.4 0

県支出金 47.0 45.2 41.1 556.6

前期高齢者交付金 163.9 179.6 198.4 ―

一般会計繰入金 86.9 89.4 87.4 94.6

法定分 76.3 79.8 77.7 86.1

法定外分 10.6 9.6 9.7 8.5

歳出 968.0 962.6 956.7 807.6

医療給付費 557.0 572.5 571.5 541.7

伸率 2.0% 2.8% △0.2% △5.2%

国保事業費納付金 ― ― ― 226.6

償還金 7.6 4.7 1.6 17.0

単年度収支 △ 20.2 △ 1.6 18.3 △ 0.8

累積収支 △ 40.6 △ 42.2 △ 23.9 △ 24.7

H29

国
保
制
度
改
革
の
実
施

H30H27 H28

・ 総括表 （主な内訳）

・ 決算収支推移 （単位：億円）

年度 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10

単年度収支 4.8 7.5 2.7 0.0 0.0 △ 3.9 △ 4.6 △ 6.4 △ 5.7 △ 11.0

累積収支 △ 10.0 △ 2.5 0.2 0.2 0.2 △ 3.7 △ 8.3 △ 14.7 △ 20.4 △ 31.4

年度 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

単年度収支 △ 2.7 △ 1.6 △ 12.7 △ 12.9 △ 4.3 0.4 △ 2.0 2.2 △ 13.7 △ 1.5

累積収支 △ 34.1 △ 35.7 △ 48.4 △ 61.3 △ 65.6 △ 65.2 △ 67.2 △ 65.0 △ 78.7 △ 80.2

年度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

単年度収支 △ 1.8 9.2 19.8 31.1 7.0 △ 5.5 △ 20.2 △ 1.6 18.3 △ 0.8

累積収支 △ 82.0 △ 72.8 △ 53.0 △ 21.9 △ 14.9 △ 20.4 △ 40.6 △ 42.2 △ 23.9 △ 24.7
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○ 主な項目の前年度比較

○ 医療給付費の推移

被保険者数（年度平均） 169,622 人 162,408 人

若人（64歳以下） 105,792 人 99,040 人

前期（65～74歳） 63,830 人 63,368 人

2 世帯数(年度平均) 103,747 世帯 100,774 世帯

被保険者 22.5 % 21.6 %

世帯 30.1 % 29.0 %

保険料（医療・後期・介護計、１人あたり賦課額）

平均 91,444 円 100,012 円 8,568 円 ＋ 9.4%

一般 91,350 円 100,014 円 8,664 円 ＋ 9.5%

退職 98,253 円 99,696 円 1,443 円 ＋ 1.5%

（*1） 平成29年度保険料は、熊本地震に伴う保険料減免後の１人あたり賦課額。

△ 2,973 世帯

前年比

1

△ 7,214 人

30年度

人

△ 462 人

4

29年度

3

国保加入率（H30.3月現在比）

△ 0.9 ポイント

△ 1.1 ポイント

△ 6,752

（*1）

（*1）

（*1）

・平成30年度の医療給付費総額は、前年度（一部負担金免除額・還付額控除）

と比較すると△6億円となっているが、これは被保険者数の減少によるもの

であり、一人当たり医療養給付費は年々増加している傾向にある。

H27 H28 H29 H30

557億円 550億円 546億円 540億円

うち若人 252億円 244億円 236億円 228億円

うち前期 305億円 306億円 310億円 312億円

＋11億円 △7億円 △4億円 △6億円

2.1% △1.3％ △0.6％ △1.1％

305,944円 311,560円 322,180円 332,741円

（*1） 平成28・29年度は、熊本地震に伴う一部負担金免除額及び還付額を除く。

（*2） 平成30年度は、制度改革に伴う療養給付費の概算払い影響額を除く。

対前年増減

対前年伸び率

医療給付費

一人あたり医療給付費

【参考】医療給付費のうち、療養給付費の推移

H27 H28 H29 H30

一人あたり療養給付費 265,038円 272,470円 273,890円 286,864円

レセプト一件あたり療養給付費 17,101円 17,110円 16,529円 17,588円
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○ 保険料収納率向上の取組

87.76% 87.55% 87.46%

88.84%

89.85%

86%

87%

88%

89%

90%

91%
H26 H27 H28 H29 H30

（△0.09）
（△0.21）（＋0.47）

（＋1.38）

（＋1.01）

c
(改正) 

(1) 保険料収納率（一般・現年度）の推移

(改正)

89.85%

保険料収納率については、89.85％となり対前年度比＋1.01ポイントの増加と

なった。

(2) 保険料収納率向上の取組

きめ細かな納付指導・相談を行うと共に、口座振替の推進や納付環境の整備、

並びに滞納対策として差押えの強化や民間委託したコールセンターの電話催告

や訪問収納を活用し、収納率向上を図った。

・ コールセンター業務委託

➢民間企業が有するノウハウを活用し、平日だけでなく在宅が期待できる夜間や休日に

も電話催告を行う。また、収納(訪問徴収)業務委託と連携し包括的に収納業務を実施。

・ 収納（訪問徴収）業務委託 ※平成29年10月より開始

➢滞納者への訪問催告及び滞納保険料の徴収を実施。

また、収納職員の業務軽減に伴う滞納処分の強化にもつながった。

・ 給付関係の適正化

➢納付者と未納付者の公平性の観点から、給付や限度額認定証取扱の適正化を実施。

① 滞納対策

・ 口座振替の推進・納付環境の整備

➢被保険者の利便性の向上のため納付環境の整備（ペイジー口座振替やWeb口座振替）

をこれまでに実施。平成30年度からは、一斉発送の保険証等送付用封筒に上記口座

振替方法の案内を記載するなど、広報を強化し口座振替率の向上を図った。

② 口座振替の推進・納付環境の整備

・ 国保資格の適正管理

➢社会保険資格取得調査や収納(訪問徴収)業務委託と連携した居所不明調査等を実施。

・ 収納職員のスキル向上

➢厚労省より任命されている保険料収納アドバイザーを講師として招聘した研修会を開

催し、困難事案の助言等による各区役所を含む収納職員のスキル等の向上を図った。

③ その他
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○ 特定健診受診率向上の取組

○ ジェネリック医薬品の利用率の推移

28.1%
27.4%

26.4%

27.6%

31.1%

25%

27%

29%

31%

33%
H26 H27 H28 H29 H30

（△1.0）

（△0..7）

（＋1.3）
（＋1.2）

（＋3.5）

(1) 特定健診受診率の推移

特定健診受診者を対象として抽選でプレセント（景品）が当たるキャンペー

ンを実施。平成30年度は、民間企業の協賛を得て事業を強化した。

※

(2) 特定健診受診率向上の取組

55.6%

61.3%

64.7%

69.5% 72.3%

55%

60%

65%

70%

75%
H26 H27 H28 H29 H30

（＋3.4）

（＋5.7）

（＋4.8）

（＋2.8）

※各年度4月時点

特定健診受診率については、31.1％となり対前年度比＋3.5ポイントの増加と

なった。

○ ジェネリック医薬品の利用率については、72.3％となり対前年度比＋2.8

ポイントの増加となった。

※平成30年度は、令和元年6月末速報値。

・ 特定健診受診者プレゼントキャンペーン

➢特定健診の勧奨通知や各種広報にて、キャンペーンと併せて民間企業へPRの場を提

供することで宿泊券や健康食品のプレゼントを提供していただき、抽選でのプレゼ

ントキャンペーンを実施。

・ 未受診者への受診勧奨内容の見直し

➢効率的・効果的な勧奨を行うため、過去の受診状況等に応じて対象者の抽出。また、

電話が繋がりにくい40～50代は、民間企業が開催するDM作成セミナーに参加し、

興味関心を持つような勧奨通知へと内容の見直しを実施。

特定健診受診率向上

(３) 特定健診未受診の理由について

電話での受診勧奨の際に聞き取ったところ、特定健診を受診しない理由の６割が「通院中」

であった。他の疾病にて通院中であっても、特定健診は”生活習慣病予防の総合的な健診”

であり、かつ特定健診受診率向上のため、各方面ご理解ご協力をいただきたい。
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　●平成３０年度決算内訳

（千円）

平成２９年度 平成３０年度

決算 決算 対前年増減

A Ｂ Ｂ－Ａ

① 14,562,228 15,407,181 844,953 ① 収納率（一般・現年）

現年度分 ② 13,833,551 14,633,301 799,750 89.85％（対前年＋1.01％）

滞納繰越分 ③ 728,677 773,880 45,203

④ 25,742,876 42 △ 25,742,834

⑤ 4,111,602 55,664,774 51,553,172

普通交付金 ⑥ 0 54,128,002 54,128,002 ⑥ 医療給付費に係る県補助金

特別交付金 ⑦ 0 1,536,772 1,536,772 ⑦ 市町村毎の取組状況等に応じて支給

⑧ 19,844,397 0 △ 19,844,397
される県補助金

⑨ 1,389,393 0 △ 1,389,393 ⑧～⑩　制度改革に伴い県の収入

⑩ 22,950,388 0 △ 22,950,388 　　　

⑪ 8,736,527 9,455,390 718,863 ⑪ 一般会計繰入金

保険基盤安定 ⑫ 4,820,097 5,584,933 764,836 法定分　⑫～⑮　   86.0億円

職員給与費等 ⑬ 1,293,688 1,266,931 △ 26,757 法定外分　⑯・⑰　　8.5億円

出産育児一時金 ⑭ 234,129 195,368 △ 38,761

財政安定化支援 ⑮ 1,424,773 1,558,393 133,620

赤字補てん ⑯ 800,000 630,000 △ 170,000

その他繰入 ⑰ 163,840 219,765 55,925

⑱ 166,624 147,817 △ 18,807

⑲ 97,504,035 80,675,204 △ 16,828,831

⑳ 1,389,204 1,318,079 △ 71,125

㉑ 57,667,827 54,618,801 △ 3,049,026 ㉑ 保険給付費伸率　△5.3％

医療給付費 ㉒ 57,145,461 54,165,868 △ 2,979,593

出産育児一時金 ㉓ 351,350 293,186 △ 58,164

葬祭費 ㉔ 17,380 15,820 △ 1,560

審査支払手数料 ㉕ 153,636 143,927 △ 9,709

㉖ 0 22,660,521 22,660,521 ㉖ 制度改革に伴う県への納付金

㉗ 9,307,109 0 △ 9,307,109

㉘ 3,658,496 0 △ 3,658,496

㉙ 186 0 △ 186 ㉗～㉛制度改革に伴い、県が納付金

㉚ 34,032 0 △ 34,032
　　　を徴収後に支出

㉛ 22,922,017 10 △ 22,922,007

㉜ 364,584 390,332 25,748

㉝ 328,947 1,774,556 1,445,609 ㉝ 前年度交付金等の返還金等

㉞ 95,672,402 80,762,299 △ 14,910,103

㉟ 1,831,633 △ 87,095 △ 1,918,728

㊱ 4,219,294 2,387,661 △ 1,831,633 ㊱ Ｈ29赤字収支への繰上充用

㊲ △ 2,387,661 △ 2,474,756 △ 87,095

　※　　　　　　　(同左着色部分）は、制度改革に伴う影響がある主なもの。

欄
番

号
説　　　明

保険料

国庫支出金

県支出金
④⑤制度改革に伴い支給項目の変更

歳 入 合 計

【新】国保事業費納付金

介護納付金

老人医療拠出金

総務費

保険給付費

後期高齢者支援金

前期高齢者交付金

療養給付費交付金

共同事業交付金

一般会計繰入金

諸収入等

前期高齢者納付金

共同事業拠出金

保健事業費

諸支出金等

歳 出 合 計

前年度繰上充用金

累積収支

単年度収支
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（参考）　決算構成比

　H３０年度決算

　H２９年度決算

平成３０年度
国民健康保険事業費
〔歳入〕 807億円
〔歳出〕 808億円

収入 支出

保険給付費
546億円

（67.6％）

国保事業費納付金
227億円

（28.1％）

事務費等
35億円

（4.3％）

保険料
154億円

（19.1％）

県
557億円

（69.0％）

その他
1億円

（0.1％）

一般会計繰入
95億円

（11.8％）

平成２９年度
国民健康保険事業費
〔歳入〕 975億円
〔歳出〕 957億円

収入 支出

保険給付費
577億円

（60.3％）

後期高齢者支援金
93億円

（9.7％）

介護納付金等
37億円

（3.9％）

その他拠出金
229億円

（23.9％）

事務費等
21億円

（2.2％）

保険料
146億円

（15.0％）

国
257億円

（26.3％）

県
41億円

（4.2％）

交付金
442億円

（45.4％）

その他
2億円

（0.2％）

一般会計繰入
87億円

（8.9％）


